
「『真に』子どもにやさしい国をめざして」

富山県里親講演会

２０２２年１０月１６日

元厚生労働大臣　塩崎　恭久

〜「家庭養育原則」徹底により、子どもの未来を拓く〜







3













10
.6
%

1
1.
5%

1
2.
5%

12
.9
%

14
.2
%

14
.5
%

14
.7
%

14
.8
%

15
.0
%

15
.8
%

16
.2
%

16
.2
%

16
.4
%

1
6.
6%

16
.7
%

16
.7
%

17
.0
%

17
.4
%

1
7.
5%

17
.6
%

18
.1
%

18
.3
%

18
.8
%

1
9.
3%

1
9.
3%

1
9.
8%

19
.9
%

2
0.
3%

20
.5
%

20
.5
%

2
0.
5%

20
.7
%

2
0.
8%

2
1.
4%

21
.8
%

2
1.
9%

22
.1
%

23
.5
%

24
.5
%

24
.5
%

24
.6
%

2
5.

0%
25
.1
%

25
.7
%

2
6.
1% 28
.8
%

29
.4
%

29
.4
%

29
.7
%

29
.8
%

30
.4
%

30
.5
%

30
.7
%

31
.9
%

32
.8
%

33
.5
%

34
.3
%

34
.7
%

34
.9
%

35
.7
%

36
.8
%

37
.4
%

37
.8
%

38
.4
%

40
.6
%

42
.4
% 45
.9
% 48
.7
%

56
.9
%

58
.3
%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

宮
崎
県

熊
本
県

金
沢
市

神
戸
市

岐
阜
県

堺
市
京
都
府

大
阪
府

徳
島
県

長
崎
県

名
古
屋
市

熊
本
市

横
浜
市

東
京
都

広
島
県

岡
山
市

福
井
県

茨
城
県

石
川
県

秋
田
県

鹿
児
島
県

京
都
市

奈
良
県

大
阪
市

愛
知
県

栃
木
県

埼
玉
県

長
野
県

広
島
市

高
知
県

神
奈
川
県

山
形
県

和
歌
山
県

富
山
県

愛
媛
県

群
馬
県

兵
庫
県

福
岡
県

鳥
取
県

香
川
県

山
口
県

島
根
県

岩
手
県

北
九
州
市

横
須
賀
市

三
重
県

静
岡
県

明
石
市

相
模
原
市

青
森
県

川
崎
市

福
島
県

千
葉
県

札
幌
市

千
葉
市

北
海
道

岡
山
県

滋
賀
県

大
分
県

山
梨
県

沖
縄
県

浜
松
市

佐
賀
県

仙
台
市

新
潟
県

宮
城
県

さ
い
た
ま
市

静
岡
市

福
岡
市

新
潟
市

（３）都道府県市別の里親等委託率の差
７０都道府県市別里親等委託率（令和２年度末）

里親等委託率は、自治体間の格差が大きい
全国： ２２．８％
最小： １０．６％ （宮崎県）
最大： ５８．３％ （新潟市）

里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児童数
※ 里親等委託率（％）＝

乳児院入所児＋児童養護施設入所児＋里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児

資料：令和２年度福祉行政報告例
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乳児院からの措置解除および措置変更の状況

 
1　乳児院からの措置変更する子ども

できるだけ早い時期に家庭における養育環境と同様の養

育環境で、特定の大人との愛着関係の下で養育されるこ

とが子どもの心身の成長や発達には不可欠であることか

ら、原則として、里親委託への措置変更を検討する。

（上段は人、かっこ内は％）

　 　 乳児院退所者

　 　
家庭復帰へ

　　　　家庭と同様の養育環境へ 　　　　　　施設へ
その他

　 　 　 　里親へ 　 FHへ 養子縁組へ 　
児童養護施
設へ

その他施設
へ

平成２５年度
人数 2,131　　　   957 307 224 31             52 730 684 46 137

（構成比） (100.0)　　   (44.9) (14.4) (10.5) (1.5)          (2.4) (34.3) (32.1) (2.2) (6.4)

平成２８年度
人数 1,965             854 377 280 15             82 611 567 44 123

（構成比） (100.0)          (43.5) (19.2) (14.2) (0.8)          (4.2) (31.1) (28.9) (2.2) (6.3)

令和元年度
人数 1,877             736 438 413 25             99 648 531 117 55

（構成比） (100.5)          (39.2) (23.3) (22.0) (1.3)          (5.3) (34.5) (28.3) (6.2) (2.9)

50.0%
1年未満

29.4%
1年以上〜2年未満

14.6%
2年以上〜3年未満

4%
3年以上〜4年未満

1.4%
4年以上〜5年未満

0.4%
5年以上〜6年未満

0.1%
6年以上〜7年未満

「里親委託ガイドライン」における記述  乳児院の在所期間別在籍児童数について

（令和2年3月1日現在） （令和3年3月29日現在） 16
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里親養育包括支援（フォスタリング）事業の自治体別交付決定額（令和３年度）

○ 令和３年度における里親養育包括支援（フォスタリング）事業の自治体別の交付決定額は以下のとおり。
（国負担１／２（又は２／３），都道府県・指定都市・児童相談所設置市負担１／２（又は１／３））
※里親等委託推進提案型事業については定額（国負担１０／１０相当）

自治体名 交付決定額 自治体名 交付決定額 自治体名 交付決定額

北海道 18,972,000 京都府 3,202,000 千葉市 15,108,000

青森県 9,663,000 大阪府 107,477,000 港区 25,665,000

岩手県 4,178,000 兵庫県 43,210,000 世田谷区 30,254,000

宮城県 29,670,000 奈良県 6,110,000 豊島区 895,000

秋田県 9,448,000 和歌山県 30,748,000 荒川区 19,085,000

山形県 5,513,000 鳥取県 7,783,000 江戸川区 26,962,000

福島県 9,168,000 島根県 1,830,000 横浜市 19,277,000

茨城県 45,988,000 岡山県 3,628,000 川崎市 56,814,000

栃木県 28,300,000 広島県 8,449,000 相模原市 4,641,000

群馬県 12,458,000 山口県 15,189,000 新潟市 2,035,000

埼玉県 54,167,000 徳島県 6,476,000 静岡市 12,266,000

千葉県 17,746,000 香川県 3,005,000 浜松市 4,365,000

東京都 160,895,000 愛媛県 350,000 名古屋市 22,196,000

神奈川県 36,728,000 高知県 28,804,000 京都市 18,435,000

新潟県 6,405,000 福岡県 83,622,000 大阪市 54,952,000

富山県 4,342,000 佐賀県 39,968,000 堺市 7,347,000

石川県 4,467,000 長崎県 12,020,000 神戸市 10,277,000

福井県 7,719,000 熊本県 62,336,000 岡山市 3,070,000

山梨県 19,950,000 大分県 20,643,000 広島市 4,435,000

長野県 12,639,000 宮崎県 18,566,000 北九州市 3,815,000

岐阜県 60,124,000 鹿児島県 3,137,000 福岡市 42,402,000

静岡県 25,437,000 沖縄県 15,666,000 熊本市 37,000,000

愛知県 16,877,000 札幌市 22,852,000 横須賀市 3,486,000

三重県 26,421,000 仙台市 3,363,000 金沢市 300,000

滋賀県 15,045,000 さいたま市 2,858,000 明石市 8,060,000

合計 1,626,754,000
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日本財団の里親意向調査（2017年11月）
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小児精神科医からの指摘 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